
（様式①）

[都市整備局]

[市街地開発事業費会計] １項総務費　１目市街地開発総務費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 職員人件費 661,685 661,685 638,180 638,180 23,505 23,505

2 市街地整備調整管理費 5,319 5,314 4,634 4,618 685 696

3 市街地整備推進管理費 3,480 3,480 3,480 3,480 0 0

計 670,484 670,479 646,294 646,278 24,190 24,201

[市街地開発事業費会計] １項総務費　２目都市整備基金費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

4 都市整備基金費 58,434 1,500 47,808 1,000 10,626 500

計 58,434 1,500 47,808 1,000 10,626 500

新
規
・
拡
充

新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和4年度 令和3年度 増△減（4－3）

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和4年度 令和3年度 増△減（4－3）









(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 中里　浩一郎 鈴木　隆一 足達　明

47,808 10,626 土地売払等による増

事業スケジュール 通年での管理・運用。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

都市整備基金費

課長 係長 制度・管理担当

細事業合計 58,434 47,808 10,626

58,434

実績 ― ―

目標

実績

円滑な会計処
理の推進

単位

事業目的・効果
(必要性)

　都市整備基金に属する預金及び土地等の財産の適切な管理・運用を行う。
　資金の運用を行うことで、今後の市街地開発事業等の促進に寄与する。

根拠・データ等 　条例に基づき、基金として預金及び土地等の財産の管理・運用を行う。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 ― ― ― ― ― ― ―

事業概要
　市街地開発事業及びこれに関連する事業の促進並びに市街地開発事業に係る市債償還財源の確保に資するため、資金の積立て・運用
を行う。

事業開始年度 昭和60年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市都市整備基金条例（昭和60年３月30日条例第５号）、横浜市都市整備基金条例施行規則（昭和60年３月30日規則第21号）

決
算

2,479,540 120,632 88,439

1,900,087 0 0

795,034

1,901,350 450 1,000 1,500 1,500 1,500
予
算

2,496,823 198,883 103,144 48,234 795,034

0 500

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 10,626 0 0 10,000 126
令和３年度 47,808 43,680 3,128 1,000

単独事業

1,500
補助事業

令和４年度 58,434 53,680 3,254

区　分 金　額 国 県 財産収入 その他 市債 一般会計繰入金

2

事業名称 都市整備基金費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計市街地開発事業費

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 都市整備 市街地整備調整
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 1

事業区分

歳出予算科目 1 1

単位 目標































（様式①）

[都市整備局]

[市街地開発事業費会計] 3項　公債費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

18 公債費　元金 1,727,693 1,727,693 1,706,825 1,706,825 20,868 20,868

18 公債費　利子 225,357 225,357 223,140 223,140 2,217 2,217

18 公債費　公債諸費 24,646 24,646 25,393 25,393 △ 747 △ 747

計 1,977,696 1,977,696 1,955,358 1,955,358 22,338 22,338

[市街地開発事業費会計] 4項　予備費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

19 予備費 1,000 999 1,000 999 0 0

計 1,000 999 1,000 999 0 0

新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和4年度 令和3年度 増△減（4－3） 新
規
・
拡
充

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和4年度 令和3年度 増△減（4－3）



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山崎　達哉 池谷　祥子 井上　ゆき

1,955,358 22,338 各地区事業進捗による増

保留床

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

補助裏

課長 係長 経理

細事業合計 1,977,696 1,955,358 22,338

1,977,696

実績

0 0 0

目標

実績

単位

事業目的・効果
(必要性)

市街地開発事業に関する起債償還、事業公債発行手数料等について市債金会計へ繰出し市債償還を行う。
保留地及び保留床処分金事業に係る市債償還金を市街地開発事業費会計から市債金会計へ繰出し市債償還を行う。

根拠・データ等
・二ツ橋北部第１期地区　・綱島駅東口周辺　・旧上瀬谷通信施設地区　・東高島駅北地区　・横浜駅きた西口鶴屋地区　・大船駅北
第二地区　・泉ゆめが丘地区　・瀬谷駅南口第１地区　・中山駅南口地区

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

事業概要
市街地開発事業に関する起債償還、事業公債発行手数料等について市債金会計へ繰出し市債償還を行う。
保留地及び保留床処分金事業に係る市債償還金を市街地開発事業費会計から市債金会計へ繰出し市債償還を行う。

事業開始年度 平成31年度

根拠法令・方針決裁等 横浜市特別会計設置条例

決
算

6,327,134 1,596,121 1,614,751

3,072,118 1,596,121 1,614,751

1,977,696

3,072,120 1,615,114 1,650,729 1,977,696 1,977,696 1,977,696
予
算

6,327,136 1,615,114 1,650,729 1,977,696 1,977,696

0 22,338

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 22,338 0 0 0 0
令和３年度 1,955,358 1,955,358

単独事業

1,977,696
補助事業

令和４年度 1,977,696

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般会計繰入金

1・2・3

事業名称 公債費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計市街地開発事業費

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 都市整備 総務
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 15

事業区分

歳出予算科目 1 3

単位 目標



（様式①）

[都市整備局]

[市街地開発事業費会計] 3項　公債費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

18 公債費　元金 1,727,693 1,727,693 1,706,825 1,706,825 20,868 20,868

18 公債費　利子 225,357 225,357 223,140 223,140 2,217 2,217

18 公債費　公債諸費 24,646 24,646 25,393 25,393 △ 747 △ 747

計 1,977,696 1,977,696 1,955,358 1,955,358 22,338 22,338

[市街地開発事業費会計] 4項　予備費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

19 予備費 1,000 999 1,000 999 0 0

計 1,000 999 1,000 999 0 0

新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和4年度 令和3年度 増△減（4－3） 新
規
・
拡
充

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和4年度 令和3年度 増△減（4－3）



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 都市整備 市街地整備調整
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 1 4 1

事業名称 予備費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計市街地開発事業費

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般会計繰入金

999
補助事業

令和４年度 1,000 1

令和３年度 1,000 1 999
単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

1,000

999 999 999 999 999 999
予
算

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

事業概要 　予算外の支出又は予算超過等の不測の支出に充てるための経費

事業開始年度

根拠法令・方針決裁等 地方自治法217条

決
算

- - -

- - -

単位

千円

事業目的・効果
(必要性)

　自然災害・緊急事態等の不測の事態に備えて予備費を計上することにより、補正予算案を審議することなく、緊急事態に対応するこ
とができる。

根拠・データ等

【地方自治法第217条】
　予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため、歳入歳出予算に予備費を計上しなければならない。ただし、特別会計にあっては、
予備費を計上しないことができる。
２　予備費は、議会の否決した費途に充てることができない。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

予算 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

実績 0 0

目標

実績

1,000

課長 係長 庶務担当

細事業合計 1,000 1,000 0

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 中里　浩一郎 武富　玲子 長谷川　かずみ

1,000 0

事業スケジュール

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

予備費


	05_総務費
	【目次】市街地開発事業費会計1款1項総務費
	1項　総務費
	特1_職員人件費
	特2_市街地整備調整管理費
	特3_市街地整備推進管理費
	特4_都市整備基金費


	06_事業費
	【目次】市街地開発事業費会計1款2項事業費
	2項　事業費
	特5_二ツ橋北部第1期地区事業費
	綱島駅東口周辺事業費
	特6_新綱島駅周辺地区土地区画整理事業
	特7_新綱島駅前地区市街地再開発事業
	特8_新綱島駅周辺地区関連事業
	特9_綱島駅東口駅前地区市街地再開発事業

	特10_旧上瀬谷通信施設地区事業費
	東高島駅北地区事業費
	特11_東高島駅北地区土地区画整理事業
	特12_東高島埋立事業

	特13_横浜駅きた西口鶴屋地区事業費
	特14_大船駅北第二地区事業費
	特15_泉ゆめが丘地区事業費
	特16_瀬谷駅南口第１地区事業費 
	特17_中山駅南口地区事業費

	07_公債費
	【目次】市街地開発事業費会計1款3項公債費
	特18_公債費

	08_予備費
	【目次】市街地開発事業費会計1款4項予備費
	特19_予備費




